
労働行政担当職員研修に係る官民競争入札等について

平成１９年１０月３日
厚 生 労 働 省
労政担当参事官室

１．施設・研修の具体的内容・特徴

（１）施設（労働大学校）について

○ 厚生労働省の労働に関する事務を担当する職員に対する研修を実施するための研
修棟、宿泊棟のほか管理棟が設置されている。

（２）研修について

○ 一般に中央省庁においては、当該行政に従事する職員に対する専門的な研修を行
う直轄の研修機関を設置しているが、労働行政においては、労働大学校がそのよう

な機能を果たしている。

○ 労働大学校においては、厚生労働省の労働に関する事務を担当する職員に対し、
厚生労働省の定める｢厚生労働省研修実施要綱」及び｢地方労働行政職員の研修計画」

に基づいて、厚生労働省の要望に対応した研修コースの新設・改廃、カリキュラム

の見直し等を行いながら、労働行政に関する調査、研究の成果を活用しつつ研修を

実施している。

２．官民競争入札等の対象とすることについて（提案しない理由）

（１）施設の管理・運営

  ○ 設備・電気、警備、清掃等の施設の管理運営に関する事務・事業については、既
に一般競争入札により民間事業者に委託を行っている。     

（２）研修

  ○ 労働行政担当職員研修は、司法警察権も有する労働基準監督官などの地方組織も
含む厚生労働省の労働行政担当職員に対し、法令等に基づいた施策を適正かつ的確

に遂行するために必要となる専門的知識、技術、企業や事業主に対する指導等のノ

ウハウ等を全国斉一的に教授する必要があることから、行政自ら又は行政の要請に

的確に応えうる主体が実施することが不可欠である。

○ また、労働大学校で実施している労働行政担当職員研修では、労働行政職員が行
政経歴の節目の時期に、又は、特定の職務・役職に就任した段階で要求される職務

能力を付与するための研修を行っている。したがって、研修の企画・運営に当たっ

ては、公務員の各職階や専門職に必要とされる知識、技術、職務能力について熟知

した行政経験豊富な者が行う必要がある。

 ○ ただし、研修コースによっては、コースを構成する科目（講座）のうち、外部資
源を活用する必要がある科目については、有識者、民間の専門家等の講師による講

義等を実施しているところである。

資料　２



独 立 行 政 法 人 労 働 政 策 研 究 ･研 修 機 構

（前年度予算額 3,435,423千円）
19年度予算額 3,323,608千円 
一般会計    575,591千円 
労災勘定      174,613千円 
雇用勘定    2,573,404千円 

１ 設立目的
内外の労働問題や労働政策について、総合的な調査研究等を行うとともに、その成果

を活用した行政職員等に対する研修を実施することにより、労働政策の立案や労働政策

の効果的で効率的な推進に寄与し、労働者福祉の増進と経済の発展に資することを目的

とする。

２ 設立時期
平成１５年１０月１日

※ 日本労働研究機構（特殊法人）及び労働研修所（厚生労働省の施設等機関）を
整理・統合して発足。

３ 所在地
法人本部・労働政策研究所：東京都練馬区上石神井

労働大学校       ：埼玉県朝霞市

４ 中期目標期間
平成１９年４月から平成２４年３月までの５年間（現在、第２期中期目標期間の初年

度が開始したところ）

※ 第１期中期目標期間は、平成１５年１０月から平成１９年３月までの３年６か月

５ 業務
① 労働政策についての総合的な調査及び研究を行うこと。

② 労働政策についての情報及び資料を収集し、及び整理すること。
③ 労働政策の研究促進のため、研究者及び有識者を海外から招へいし、及び海外に派
遣すること。

④ 調査研究結果等の成果の普及及び政策の提言を行うこと。
⑤ 厚生労働省の労働に関する事務を担当する職員等に対する研修を行うこと。 
⑥ 以上の業務に附帯する業務を行うこと。

６ 役職員数
  役員  6名〔理事長 1名、理事 3名、監事 2名（うち 1名は非常勤）〕
  職員 129名（134名）
  計  135名（140名）

※ （ ）内は 18年度末



独立行政法人労働政策研究・研修機構の組織

【法人本部事務局】

理事長 総 務 部 総　務　課
 兼　評価課

　　  システム課

      コンファレンス課

人　事　課

経 理 部 会　計　課

経　理　課

【労働政策研究所】

所　長 研究調整部 研究調整課

副所長 管　理　課

広報企画課

成果普及課

国際研究部 研究交流課
（ 兼　共同研究課）

主任調査員

調査・解析部 主任調査員
（政策課題担当）

主任調査員
（情報解析等担当）

資料センター長

研究部門

【労 働 大 学 校 】

校　長 事 務 局 管理課

副校長 教務課

教 授

研究部門

理事（管理担当）

理事（研究担当）
　

理事（研修担当）

監事



労 働 大 学 校 組 織 ・予算

大学校長 副学校長

   大学校事務局  管　理　課 庶務（講師の旅費・謝金計算含む）

　　　　　（６） 会計（予算管理、物品調達、支払い関係等）

大学校施設等の管理、物品の検収・管理

寄宿舎における研修生の生活管理　等

 教　務　課 研修の実施のための連絡調整

　　　　　（４） 研修実績とりまとめ・報告

教室・実験室の利用計画の作成・実施

研修資料の収集・作成・整理

図書・教材の整備　等

  【教授、准教授】 研修の企画・運営

（１０） 研修生に対する教授・指導

　　　　【平成19年度研修関係予算】　
事業費：２４３百万円（一般管理費：１９５百万円、　業務費：４９百万円） 　
人件費：２１４百万円
※人件費は社会保険料等事業主負担分を含み、退職手当を除いた額



　　　　　　　　労働大学校   施設関連業務フロー図
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施設管理費業務委託費（平成１８年度実績）

【設備管理関係】 （単位：千円）

契　約　件　名 契約相手方 契約方式 平成18年度
契 約 額

電気設備管理業務の委託 神奈川清和 入　　札 3,406
設備（空調）等管理業務の委託 東洋実業 入　　札 5,240
設備、機器等の保守点検、ﾒﾝﾃﾅﾝｽ（空気環境測定）東洋実業 随意契約 295
害虫駆除作業 東京企業 随意契約 231
送排風機点検整備作業 東洋実業 随意契約 990
貯水槽及び排水槽設備の清掃作業 東洋実業 随意契約 903
消防用設備等の定期点検作業 双葉産業 随意契約 630
エレベーターの定期点検 日本ｴﾚﾍﾞー ター 随意契約 749
空調自動制御機器の定期点検保守 ｼ ｮ゙ﾝｿﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ ｽﾞ 随意契約 2,331
自動扉開閉装置の保守 ナブコシステム 随意契約 356
電話交換機（CX8000IP）の保守 日立ｲﾝﾌｫﾈｯﾄ 随意契約 227

小　　計 15,358

清掃業務の委託 双葉産業 入　　札 4,914
樹木管理業務の委託 双葉産業 入　　札 2,940
常駐警備業務の委託 富士保安警備 入　　札 6,567

小　　計 14,421

【朝霞エネルギーセンターの運営に係る経費】(東京国税局、埼玉県及び機構で分担）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　*東京国税局が一般競争入札実施
水道光熱費 エネット 入　　札 8,033
灯油(前期） 二引 入　　札 12,024
灯油(後期） 橋本産業 入　　札 9,237
建築設備管理費等業務 東洋実業 入　　札 15,803
清掃等業務 日東ｶｽﾄﾃ ｨ゙ｱﾙ ｻ ｰﾋ ｽ゙ 入　　札 677

小　　計 45,774

合　　計 75,553



4月 3月

研修業務の流れ（１）　-----　次年度の研修計画の策定

厚生労働省

研修実施計
画

労働大学校

研修候補者の推薦（厚
生労働省→地方労働局
→厚生労働省→大学

校）

研修の必要性、内容等の検討
（地方労働行政職員研修計画）人事・業務方針、各種

施策展開、地方要望

厚生労働省
からの要望

研修実施計画案の
作成(新設･廃止、見

直し提案）

研修実施計
画案の協議

研修実施計画の
策定

研修生
の要望

研修生
の評価

各研修コース間の調
整（カリキュラム、講
義内容、教室）



□□研修

△△研修

○○研修
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研修業務の流れ（２）　-----　各研修コースの企画・運営
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　平成１８年度の研修実績一覧

(A) (B) (C) (A×B) (A×C)
研修類型 研修の名称 人員 実日数 総日数 延べ日数 延べ日数 期間

(休日を含む) (休日を含む)

一
　
　
　
　
　
　
　
般
　
　
　
　
　
　
　
　
研
　
　
　
　
　
　
　
　
修

基
　
　
礎
　
　
研
　
　
修

厚生労働本省採用職員(Ⅱ種) 26 5 5 130 130 4.10(月)～ 4.14(金)

新任労働基準監督官 <前期> 87 23 31 2001 2697 5.23(火)～ 6.22(木)

                  <後期> 87 30 44 2610 3828  9.5(火)～10. 18(水)

労働行政職員　　　　　　　　　① 85 10 12 850 1020 9. 25(月)～10.6(金)

　　　　　　　　　　　　　　　② 84 10 12 840 1008 12.11(月)～12.22(金)

　　　　　　　　　　　　　　　③ 88 10 12 880 1056 1.29(月)～ 2. 9(金)
 

　　　　　　　　　　　　　　　④ 90 10 12 900 1080 2. 26(月)～ 3.9(金)

技術系労働基準行政職員 11 18 24 198 264  2.14(水)～ 3.9(金)

　小　計　　４種類　  8回 558 116 152 8,409 11,083

上
　
　
　
　
　
　
　
　
級
　
　
　
　
　
　
　
　
研
　
　
　
　
　
　
　
　
修

厚生労働本省職員（職業安定行政系） 25 8 10 200 250 10.10(火)～10.19(水)

労働基準監督官　　　　　　　　① 37 15 19 555 703 12.4(月)～12.22(金)

　　　　　　　　　　　　　　　② 38 15 19 570 722 1.15(月)～ 2. 2(金)

労働基準行政職員　　　　　　　① 52 9 11 468 572 11.7(火)～11.17(金)

　　　　　　　　　　　　　　　② 41 9 11 369 451 11.28(火)～12. 8(金)

　　　　　　　　　　　　　　　③ 48 9 11 432 528 12.11(月)～ 12.21(木)

　　　　　　　　　　　　　　　④ 48 9 11 432 528 1. 9(火)～ 1.19(金)

　　　　　　　　　　　　　　　⑤ 49 9 11 441 539 2. 26(月)～ 3.8(木)

職業安定行政職員　　　　　　　① 39 9 11 351 429 5.9(火)～ 5.19(金)

　　　　　　　　　　　　　　　② 43 9 11 387 473 5.23(火)～ 6.2(金)

　　　　　　　　　　　　　　　③ 47 9 11 423 517 6.20(火)～ 6. 30(金)

　　　　　　　　　　　　　　　④ 60 9 11 540 660  9.5(火)～ 9.15(金)

　　　　　　　　　　　　　　　⑤ 59 9 11 531 649 10.10(火)～10.20(金)

　　　　　　　　　　　　　　　⑥ 54 9 11 486 594 10.23(月)～11. 2(木)

　　　　　　　　　　　　　　　⑦ 52 9 11 468 572 11.28(火)～ 12.8(金)

　　　　　　　　　　　　　　　⑧ 54 9 11 486 594 1.9(火)～ 1.19(金)

　　　　　　　　　　　　　　　⑨ 55 9 11 495 605 1.29(月)～ 2.8(木)

　　　　　　　　　　　　　　　⑩ 55 9 11 495 605 2.13(火)～ 2.23(金)

雇用均等行政職員 17 9 11 153 187 11.28(火)～ 12.8(金)

府省間配置転換職員 10 9 11 90 110 4. 4(火)～ 4.14(金)

 小　計　　 ６種類　　 ２０回　 883 191 235 8,372 10,288

 　計     １０種類     ２８回 1,441 307 387 16,781 21,371



(A) (B) (C) (A×B) (A×C)
研修類型 研修の名称 人員 実日数 総日数 延べ日数 延べ日数 期間

(休日を含む) (休日を含む)

専
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
門
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
研
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
修

研修担当者 39 5 5 195 195 6.26(月)～ 6.30(金)

労働紛争調整官 40 5 5 200 200 5.22(月)～ 5.26(金)

労働保険適用徴収　　　　　　　① 50 5 5 250 250 9.11(月)～ 9.15(金)

　　　　　　　　　　　　　　　② 55 5 5 275 275 9.25(月)～ 9.29(金)

労働基準監督官                ① 48 10 12 480 576  11.6(月)～11.17(金)

 　　　　　　　               ② 45 10 12 450 540  2.19(月)～ 3. 2(金)

安全衛生専門      〈前期〉 39 10 12 390 468 11. 6(月)～11.17(金)

                  〈後期〉 39 10 12 390 468  1.15(月)～ 1.26(金)

産業安全専門官 31 10 12 310 372 10.16(月)～10.27(金)

労働衛生専門官 29 10 12 290 348  5.29(月)～ 6.9(金)

放射線管理（基礎） 25 5 5 125 125 5.15(月)～ 5.19(金)

放射線管理（上級） 13 4 4 52 52 9.12(火)～ 9.15(金)

賃金指導業務 30 5 5 150 150 4.17(月)～ 4.21(金)

労災補償保険審査 53 5 5 265 265 4.17(月)～ 4.21(金)

労災補償訟務 54 5 5 270 270 5. 8(月)～ 5.12(金)

労災保険給付　　　　　　　　　① 52 8 10 416 520 10.23(月)～11. 1(水)

　　　　　　　　　　　　　　　② 54 8 10 432 540 11.13(月)～11.22(水)

　　　　　　　　　　　　　　　③ 44 8 10 352 440 12. 6(水)～12.15(金)

　　　　　　　　　　　　　　　④ 47 8 10 376 470  2.14(水)～ 2.23(金)

労災診療費審査 59 5 5 295 295 6.12(月)～ 6.16(金)

労災保険求償債権 41 5 5 205 205 6.26(月)～ 6.30(金)

職業指導Ⅰ　　　　 　　　　 　① 35 10 12 350 420 5.22(月)～ 6. 2(金)

　　　　　　　　　　　　　　　② 38 10 12 380 456 9.25(月)～10. 6(金)

　　　　　　　　　 　　　　 　③ 38 10 12 380 456 11.6(月)～11.17(金)

　　　　　　　 　　　　　 　　④ 33 10 12 330 396 12.11(月)～12.22(金)

　　　　　　　　　　　　　　　⑤ 19 10 12 190 228 1.15(月)～ 1.26(金)

職業指導Ⅱ　　　　 　　　　 　① 40 5 5 200 200 9.4(月)～ 9.8(金)

　　　　　　　　　 　　　　 　② 44 5 5 220 220 10.23(月)～10.27(金)

　　　　　　　　　 　　　　 　③ 46 5 5 230 230 11.27(月)～ 12.1(金)

障害者雇用 <前期> 46 10 12 460 552 5.8(月)～5.19(金)

　　　　　 <後期> 45 10 12 450 540 1.22(月)～ 2. 2(金)

事業主指導　　　　　　　　　　① 33 8 10 264 330  6.7(月)～ 6.16(金)

　　　　　　　　　　　　　　　② 47 8 10 376 470 11.13(月)～11.22(金)

　　　　　　　　　　　　　　　③ 46 8 10 368 460 1.17(月)～1.26(金)

需給調整事業関係業務 46 7 9 322 414 6. 5(月)～ 6.13(火)

債権（雇用勘定） 35 5 5 175 175 10. 2(月)～10. 6(金)

毎月勤労統計調査 40 3 3 120 120 10.11(水)～10.13(金)

 小　計　　２２種類　　３７回 1,518 270 312 10,983 12,691



(A) (B) (C) (A×B) (A×C)
研修類型 研修の名称 人員 実日数 総日数 延べ日数 延べ日数 期間

(休日を含む) (休日を含む)

管
　
　
　
理
　
　
　
監
　
　
　
督
　
　
　
者
　
　
　
研
　
　
　
修

労働基準監督署長 27 5 5 135 135 4.17(月)～ 4.21(金)

公共職業安定所長　　　　　　　① 55 5 5 275 275 4.17(月)～ 4.21(金)

　　　　　　　　　　　　　　　② 51 5 5 255 255 4.24(月)～ 4.28(金)

　　　　　　　　　　　　　　　③ 61 5 5 305 305 5.8(月)～ 5.12(金)

労働基準監督署課長（A） 61 10 12 610 732 5.29(月)～ 6. 9(金)

　　　　　　　　　（B）　　 　① 62 5 5 310 310 9. 4(月)～ 9. 8(金)

　　　　　　　　　　　　　　　② 42 5 5 210 210 9.25(月)～ 9.29(金)

　　　　　　　　　　　　　　　③ 30 5 5 150 150 10.16(月)～ 10.20(金)

公共職業安定所課長・統括職業指導官 ① 55 5 5 275 275 4.24(月)～ 4.28(金)

 　　　　　　　　　　　　　　　　　② 54 5 5 270 270 5.15(月)～ 5.19(金)

 　　　　　　　　　　　　　　　　　③ 52 5 5 260 260 5.22(月)～ 5.26(金)

 　　　　　　　　　　　　　　　　　④ 56 5 5 280 280 6. 5(月)～ 6. 9(金)

 　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤ 53 5 5 265 265 6.12(月)～ 6.16(金)

 　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥ 50 5 5 250 250 6.19(月)～ 6.23(金)

　　 小  計  　４種類   １４回 709 75 77 3,850 3,972

特
別
研
修

キャリア・コンサルタント養成 38 15 19 570 722 6.12(月)～ 6.30(金)

　　 小  計  　１種類     １回 38 15 19 570 722

　　 総　計  ３７種類   ８１回 3,706 667 795 32,184 38,756



研修コース 講座名 委託団体 １回当たり
の委託金額 回数 契約額

労働行政職員(基礎）　 接遇 (財）公務研修協議会 245,700 4 982,800

労働行政職員(基礎）　 コミュニケーションの取り方 ㈱話し方研究所 195,000 2 390,000

労働行政職員(基礎）　 コミュニケーションの取り方 ㈱アイベック・ビジネス教育研究所 121,990 2 243,980

新任労働基準監督官(前期） 接遇とコミュニケーション (財）公務研修協議会 264,600 1 264,600

職業安定行政職員(上級） 説得のスキルとクレーム対応 (社）日本産業訓練協会 56,700 4 226,800

公共職業安定所長　 管理の実務 (社）日本産業訓練協会 179,550 2 359,100

公共職業安定所課長・統括職業指導官　 組織マネジメントの基礎 (社）日本産業訓練協会 179,550 4 718,200

労災診療費審査 レセプト審査の実務 ニチイ学館 424,000 1 424,000

研修担当者 教育スタッフの基本 (社）日本産業訓練協会 349,650 1 349,650

ロールプレイング技法

OJTの進め方

接遇研修の進め方

＊契約は随意契約である。

民間委託の状況（平成１８年度）



平成１８年度 障害者雇用専門研修（前期）日程
メイン教室：２６教室 （平成１８年５月８日～５月１９日）

8:45 9:00 15:00 17:00

オリエンテーション５／８ 開講 講話/ /
（月） 副大学校長

担当助教授12:10 13:10

10:30 10:40 16:20５／９ H
（火） 手業務別検討Ⅰ 障害者雇用の現状と対策 職業リハビリテーション概論

話R 厚生労働省 障害者雇用対策課
担当助教授 ○○○○大学 社会福祉学部 教授 Ⅰ【 教室】32,10,20,30,40 調整係長

10 H５／
（水） 手業務別検討Ⅱ 内部障害者の職業問題

（医)○○○○病院 ソーシャルワーカー主任 話R
担当助教授 Ⅱ【 教室】32,10,20,30,40

10:30５／ 11
精神障害者社会復帰施設見学（木） ＝移 動＝

12 H５／
（金） 手手話講習Ⅰ 聴覚障害者の職業問題

（財）○○○○○○○○ 参与 （財）○○○○○○○○ 部長 話R
Ⅲ（手話通訳付き） （手話通訳付き）

15 H５／
（月） 手知的障害者事例研究 精神障害者の職業問題

（財）○○○○○ ○○学園 話R
元園長 ○○○○大学 社会福祉学部 教授 Ⅳ

10:30 10:40 14:20５／ 16 H
業務別検討Ⅲ 特例子会社見学（火） ハローワークにおける障害者支援

＝移 動＝R 東京労働局職業安定部職業対策課
担当助教授 ㈱○○○○○○障害者雇用対策係長

13:10 14:40 14:50５／ 17 H
肢体不自由者の職業問題 障害者就業・生活支援センター 業務別検討Ⅳ（水）

の取組みについてR ○○○総合リハビリテーションセンター
担当助教授 【 】能力開発支援部 事務系能力開発担当課長 障害者就業・生活支援センター 37,10,20,30,40

雇用支援ワーカー

５／ 事18 H 16:20

務高次脳機能障害者の職業問題 視覚障害者の職業問題
（木） （独）高齢・障害者雇用支援機構 説R 国立身体障害者リハビリテーションセンター学院 教官

明障害者職業総合センター 研究員
19 H５／

（金） 閉 講業務別検討結果発表
厚生労働省 障害者雇用対策課R

大学校長障害者雇用専門官
労働大学校 担当助教授

は教授等 （ ％）24.4
は教授等と厚労省講師が共同 （ ％）5.4
は厚労省講師 （ ％）5.1
は外部講師 （ ％） （全講義時間に占める割合）65.1



平成１８年度 障害者雇用専門研修（後期）日程
メイン教室：２５教室 （平成１９年１月２２日～２月２日）

8:45 9:00 14:30 16:00 17:00

障害者雇用対策１／ 開講 講話22 / / オリエンテーション
の現状と課題（ ）月
厚生労働省障害者大学校長
雇用対策課長

担当助教授12:10 13:10

10:30 10:40 16:201 23 H／
（火） ( ) 手事例研究Ⅰ ハローワークにおける障害者 ＳＳＴ 概論・演習Social Skills Training

話厚生労働省障害者雇用対策課 （独）高齢・障害者雇用支援機構 障害者職業総合センター支援 ～関係機関との連携を中心に
ⅠR 主任障害者雇用専門官 ハローワーク渋谷 統括職業指導官 企画課 障害者職業カウンセラー

【 大】 【 】担当助教授 25,33A,33B,33C, 25,33A,33B,33C,

14:001 24 H／ 障障害者職業センターにおける就労支援の実際と関係機関との連
( )（水） 携携について 障害者体験学習 施設訪問

埼玉障害者職業センター主任障害者職業カウンセラー (社福)○○○社会福祉協議会R ＝移動＝
／ 手1 25 H 障害者福祉行政について 16:20

（木） 話厚生労働省社会 援護局 障害福祉課・ 事例研究Ⅱ
担当助教授 【 】 ⅡR 25,31,33A,33B,33C,就労支援係長 管理課会議室

／ 手1 26 H 10:30 10:40 16:20

（金） 話事例研究Ⅲ 企業側から考える障害者雇用 発達障害者の職業問題
○○○発達障害支援センター ⅢR 担当助教授 ○○経営者協会

【 】 障害者雇用アドバイザー 主任支援員25,21,22,23,24,31,40

16:201 29／
（月） 手H 知的障害者事例研究 精神障害者事例研究

（財）○○○○○ ○○学園 話
元園長 ○○○○大学 社会福祉学部 教授 ⅣR

14:301 30 H 11:00 11:10／ ＝移 動＝障害者の経済保障について
（火） 国立職業リハビリテーション センター見学 [所沢市]○○○心身障害者福祉センター 障害者雇用と最低賃金

厚生労働省労働基準局勤労者知的障害者福祉司
生活課指導係長R

在宅雇用、在宅就業の支援の実際１／ 31 H難病対策の現状と課題
事例研究Ⅳ（水） （独）高齢・障害者雇用支援機構 (社福)○○○○○

障害者職業総合センター
職能開発課長 【 】R 研究員 担当助教授 25,31,33A,33B,33C,36,37

手話講習Ⅱ 事例研究発表２／１ H
（木） （財）○○○○○○○ 参与 厚生労働省 障害者雇用対策課障害者雇用指導係長

（手話通訳付き） 労働大学校 担当助教授R

２／２ 閉 講H 事例研究発表
厚生労働省 障害者雇用対策課 障害者雇用専門官（金） R

副学校長労働大学校 担当助教授

は教授等 （ ％）23.6
は教授等と厚労省講師が共同 （ ％）14.1
は厚労省講師 （ ％）11.0
は外部講師 （ ％） （全講義時間に占める割合）51.3


